
 

このたびの記録的な豪雨で、鬼怒川の堤防が決壊した茨城県常総市はじめ関東・

東北など、被害にあわれた地域の皆様に、心よりお見舞いを申し上げます。 

一日も早い復旧に向け、公明党としても全力で取り組んでまいります。 

 

また、自衛隊をはじめ救助活動に尽力された皆様に敬意を表し、感謝を申し上げ

ます。 

 

９月１２日午前には、太田国土交通大臣が常総市を訪れ、「堤防を１週間をめど

に仮復旧させ、たまった水の排水も１週間から１０日で終えたい」として、復旧作

業を急ぐ考えを示しました。 

 

安倍総理も、同日茨城、栃木両県庁を訪ねて知事より説明を受け、激甚災害指定

に向けた検討を急ぐ考えを示しました。 

 

自然環境の変化により、近年は１０年に１度といわれる集中豪雨が毎年のように

起こっておりますが、人命を守るための備えには、万全を尽くしていかなければな

りません。 

 

人命を守るためには、万が一への備えが必要であります。 

 

災害だけではなく、外からの力による脅威への備えも重要です。 

 

ISIL など国際テロの脅威、核弾頭を含む日本を射程に入れる数百発の弾道ミサイ

ルを配 備する北の脅威など、安全保障環境が大きく変化をしています。 

 

現在、参議院で集中審議されている「平和安全法制」について、一部野党やマスコ

ミなどが、『専守防衛』という原則の大転換、他国の武力行使との一体化につながる、

他国に対する武力攻撃発生時に他国の防衛を目的とした集団的自衛権を行使するな

ど、誤った前提で反対意見を述べております。  

  

昨年 7 月 1 日の閣議決定の前文には、『専守防衛に徹し、他国に脅威を与える軍

事大国と はならず、非核三原則を守るとの基本方針を堅持しつつ・・・』とあり、

専守防衛、自国防衛のための法整備であることは、明白であります。  

  

閣議決定では、海外での武力の行使を禁じた憲法第 9 条の基本的解釈は変えてお

らず、平和憲法の要である専守防衛の理念も堅持されております。  

その上で、今回の法整備でも、新 3 要件によって、「自衛の措置」の限界を明確に

しております。   

 



自衛権の発動に当たっては、あくまで「専守防衛」「自国防衛」に限って許される

という 厳しい条件が付いています。   

 

従って海外での武力行使を禁じた憲法第 9 条の解釈の根幹は変えておらず、国連

憲章第 51 条にあるような、もっぱら他国防衛を目的とした集団的自衛権の行使は認

めておりませ ん。   

 

他国を守ることそれ自体を目的とした集団的自衛権の行使は、今後も認められない

ことは、法案にも明記されていますし、総理も答弁などで明確に述べております。   

 

「平和安全法制」に反対する根拠として、憲法学者の多くが違憲であると述べている

との 意見がありますが、６割から７割の憲法学者は自衛隊そのものが違憲であると

の認識であることを考慮しなければなりません。  

  

実際に、朝日新聞が実施した憲法学者へのアンケートの結果、「自衛隊の存在は憲

法違反 か」という問いに、回答者の 6 割超が「違憲もしくは違憲の可能性がある」

と答えたとの報道がありました。  

  

つまり、憲法学者の多くが、個別的・集団的に関わらず自衛隊の武力行使、また自

衛隊の存在そのものを、違憲としているということです。  

  

学問上の問題はともかく、国、政府には国民の生命、自由を守る責任があります。   

 

 デモなどを主導し、法案に反対する日本共産党は、日米同盟を否定する立場です。 

実際に、日米安保条約を廃棄し、アメリカ軍とその軍事基地を撤退させると、党綱

領に記載しております。 

 

平和安全法制への反対ではなく、日米同盟そのものに反対ということです。 

 

 同じく反対の立場の民主党は、党綱領で、「外交の基軸である日米同盟を深化させ、

専守防衛原則のもと自衛力を着実に整備して国民の生命・財産、領土・領海を守る。」

とあり、政府与党と基本的な立場は一致します。 

 

 かつて政権を担った政党として、国民の安全に対して責任ある対応を期待いたしま

す。 

 

公明党は憲法、また過去の政府見解との整合を図る上で、新３要件などを盛り込み

ましたが、新３要件による歯止めが不十分とのことであれば、民主党は対案を示して

頂きたいと思います。 

 



  民主党政権の野田内閣で防衛大臣を務めた森本敏氏は、 『公明党が与党協議を通

じて、憲法解釈の範囲に収まる「日本の自衛のための武力行使に限る」という制約を

強く主張し、実現させる役割を果たした。 

新 3 要件など、与党協議などで示した制約が、平和安全法制の法体系をバランス

の良いものにしたのであり、現在の法制は従来の憲法解釈の枠を超えるものではない

と思う』と述べております。  

  

専守防衛・非核三原則を堅持した上で、憲法の枠内で、「戦争を起こさせない」そ

のための備え、法整備を行っていくことが大事であります。   

 

平和安全法制の目的は、現実の脅威に対して、平和外交による解決を基本とした上

で、日米同盟による隙間のない対応を行うことによって、戦争を未然に防ぐ力、抑止

力を高めることで、平和と安全を保つことにあります。   

 

戦争を未然に防ぐ抑止力の強化、そのための法整備であることをご理解いただきた

いと思 います。   

 

かつて PKO 法案が可決された際にも、「自衛隊の海外派兵が可能になった」、「海外

で戦 争に参加する」など、今回と同様の批判がありましたが、23 年の時を経て、自

衛隊による 平和維持活動は、国際的な評価とともに、国内でも理解が進み、今では

多くの方から高い評価を得ております。   

 

公明党は、これからも歴史と現実を正しく見つめ、「核兵器のない世界の実現」と、

平和 への誓い、不戦の誓いとともに、専守防衛・非核三原則を堅持した上で、日本

国民の命と自由を守るための備えに対して、責任ある対応を果たしてまいります。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 


